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 添 付 資 料

 企業集団の状況

当社グループは、当社と子会社１１７社及び関連会社９社で構成され、各事業に係る位置付けは次の

とおりです。

（ハム・ソーセージ・加工食品及び食肉の生産・販売事業）

ハム・ソーセージ・加工食品は、当社及び製造委託子会社の静岡日本ハム㈱、長崎日本ハム㈱、日本

ハム食品㈱及び日本ハム惣菜㈱などが製造を行い、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本ハ

ム東部直販㈱などを通じて販売しております。また、特定の地域及び市場においては、子会社の東北日

本ハム㈱及び南日本ハム㈱などによって製造・販売を行っております。

食肉は、子会社の日本スワイン農場㈱、日本ホワイトファーム㈱、Texas Farm，Inc.などが豚・牛及

びブロイラーの生産飼育を行い、子会社の日本フードパッカー㈱、日本ピュアフード㈱などが処理・加

工を行った食肉製品と外部仕入食肉商品を、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の関東日本フー

ド㈱、西日本フード㈱などを通じて販売しております。

（その他事業）

水産物及び乳酸菌飲料などを子会社のマリンフーズ㈱、日本ルナ㈱などで製造・販売しております。

サービス・その他として、子会社の日本ファインフード㈱などによってレストラン事業などを行って

おります。

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。（＊は関連会社）

生産飼育会社

日本ホワイトファーム㈱
日 本 ス ワ イ ン 農 場          ㈱
Texas Farm, Inc.
Oakey Holdings Pty. Ltd.
  他２社（うち関連会社 1 社）

ハム・ソ－セ－ジ､加工食品､食肉の販売

東日本フード       ㈱
関東日本フード       ㈱
中日本フード       ㈱
西日本フード       ㈱
日本ﾊﾑ東部直販       ㈱他１６社

食肉の処理・加工

日本フードパッカー㈱
日本ピュアフード         ㈱他８社

ハム・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造

静岡日本ハム㈱
長崎日本ハム㈱
日本ハム食品㈱
日本ハム惣菜㈱ 他７社

食肉の販売

NMP Australia Pty. Ltd.
Day-Lee Foods，Inc. 他８社

食肉の輸入・販売

ジャパンフード㈱

物流などのサービス

日本物流グループ㈱ 他３６社

ハム・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造・販売

東北日本ハム㈱
南日本ハム      ㈱
　 他１８社(うち関連会社６社)
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サービス・その他の会社

日本ﾌｧｲﾝﾌｰﾄﾞ㈱ 他３社
＊大阪ｻｯｶｰｸﾗﾌﾞ㈱ 他１社
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水産物及び乳酸菌飲料などの製造･販売会社

マリンフーズ㈱
日 本 ル ナ      ㈱ 他２社
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 経  営  方  針

１．会社の経営の基本方針

安全で高品質な食品の提供を通してお客様に「食べる喜び」をお届けするという企業メッセージ「幸

せな食創り」を提唱し、生活者の皆様には豊かさを、株主の方々には繁栄を、そして社員一人一人には

働く喜びをともに分かち合っていくことを理想とし、食を取り巻く環境に果敢にチャレンジし続けてい

くことが経営の使命であると認識致しております。

当社グループは、昨年の不祥事により、皆様からの信頼を失い、多大なるご迷惑をおかけ致しました。

二度とこのようなことを起こさないと言う強い意志を持ち、「日本で一番誠実と言われる企業グルー

プ」に生まれ変わるために、コンプライアンス経営の徹底を最重要課題に位置付けるとともに、お客様

重視の経営、グループ経営の推進を経営の基本方針としております。

また、地球環境への配慮が企業市民としての重要な責務であると考え、事業活動の中で環境問題への

取組も経営として積極的に推進してまいります。

２．会社の利益配分に関する基本方針

当社の利益配分の基本方針は、長期的発展の礎となる企業体質強化のための内部留保の充実と安定配

当を基本として、業績に対応した配当を実施してまいりたいと考えております。

内部留保金は、将来にわたっての競争力を維持成長させるための投資資金として有効に活用し、業容

の拡大及び収益の向上を図ることにより株式の価値を高めていきたいと考えております。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、投資家による当社株式の長期安定的な保有の促進が重要と考えますが、株式市場で流動性を

高め個人投資家層の拡大を図ることも、資本政策上の重要課題と認識しております。

今後、株式市場の動向を注視しつつ、業績及び株価等を勘案して、投資単位の引下げについても慎重

に検討してまいる所存であります。

４．目標とする経営指標

　　当社グル－プは、平成 15 年 4 月 1 日～平成18 年 3 月 31 日の３年間を「新中期経営計画」の期間と

設定しました。その計画の中で、最終年度において売上高１兆１,０００億円・税引前利益３５０億円

の達成を、また、財務体質強化のために、投下資本に対する効率性向上、経営資源の最適配分及び有利

子負債の削減等を行い、主な経営指標としてＲＯＡ（総資産税引前利益率）５％以上、有利子負債削減

額４００億円、Ｄ/Ｅレシオ０.６倍の達成を目指してまいります。

５．中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

（1） グル－プ経営資源の全体最適配分

　　人・物・金等の経営資源を全体最適の視点での配分を行い、グループ各社ごとの財務体質の強化を

図るため、有利子負債の圧縮と資金効率を向上させキャッシュ・フロ－の増大を実現します。また、

今後は食肉関連の周辺事業以外に、水産物、乳製品等の事業分野にも事業領域を拡大してまいります。

（2） 積極的な事業拡大

① 国内事業

　平成 15 年 4 月から食肉及び食肉関連加工品のインテグレ－ションの枠外に位置する関係会社

を、新設の関連企業本部に移管しました。この変革の目的は、関係会社の事業領域の拡大を通

して、当社グル－プに「活力」（ダイナミズム）を作り出し一層の飛躍を遂げるためであります。

この事業領域の拡大とは単なる多角化や総合食品化でなく、グル－プの強みを生かした「戦略

的な多角的企業グル－プ」となることであります。具体的には、ハム・ソ－セ－ジ、加工食品、

食肉に続く事業の柱として、水産物、乳製品等の事業領域を拡大し、その存在価値を高めてい

くことが戦略のべ－スとなっております。
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② 海外事業

　世界市場に対する全社戦略を構築し、海外事業の強化とグル－プの経営資源の有効活用を推

進するため、「海外戦略協議会」を新設し、今後成長が期待できる国、地域、事業に関する戦略

を策定し、経営戦略会議に諮ります。

　　　　ａ.具体的施策

・ グロ－バルな人材の育成と人事の流動化による競争力の強化

・ 資金、設備、人材の有効活用と協力体制の構築

・ 品質保証体制の構築

　　　　ｂ.市場戦略

・ 豪州市場

　　インテグレ－ションシステムを基盤とした事業の効率性、収益性向上

・ 米国市場

　　高い所得水準、多様な食文化という市場特性に対応したビジネスモデルの構築と収益性の

　　向上、事業領域の拡大

・ 中国市場

　　　　　　低い生産コスト、巨大な市場規模を背景にしたビジネスモデルの構築とグル－プ戦略の効

　　　　　　果的融合

・ 南米他市場

　　　　　　　日本市場への輸出品目の多様化と採算性向上及び独自のビジネスモデルの構築

６．コ－ポレ－ト・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（1）基本的な考え方

　経営体制の機能は「経営監視機能」「戦略構築機能」「業務執行機能」の３つから成り立ち、その

軸になるものがコンプライアンス経営の徹底とコ－ポレ－ト・ガバナンス体制の構築であると認識

しており、特に経営監視機能を担う取締役の役割は重要であると考えております。

（2）施策の実施状況

　　①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

　体制の状況

ａ．当社グル－プは、監査役制度を採用しております。

ｂ．社外取締役・社外監査役の選任状況

　　取締役１６名のうち社外取締役１名、監査役４名のうち社外監査役３名

　　なお、執行役員制度の導入に伴い、取締役の員数を削減し、平成15 年 6 月開催予定の定時株

　主総会日をもって取締役１１名（うち社外取締役２名）、監査役５名（うち社外監査役４名）体

　制となります。

ｃ．社外役員の専従スタッフの配置状況

　　当社は、専従スタッフの配置は致しておりませんが、必要に応じて経営企画部が適宜対応致し

　ております。
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ｄ．業務執行・監視及び内部統制の仕組

ｅ．弁護士・会計監査人等その他第三者の状況（会社のコーポレート・ガバナンス体制への関与状況）

　　当社は、企業経営及び日常業務に関して、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、経営判断上の

　参考とするため必要に応じてアドバイスを受ける体制を採っております。

　　また、当社と監査法人との間では、商法監査（新日本監査法人）及び証券取引法監査（新日本監

　査法人及び監査法人トーマツ）について監査契約を締結し、各監査法人は、公正不偏の立場で監査

　を実施しております。

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の

　概要

　　当社の社外取締役山口寛治氏は三菱商事株式会社代表取締役副社長執行役員であり、同社は当社

　の大株主であるとともに、当社及び当社関係会社との間において、定常的な商取引を行っておりま

　す。また、社外監査役と当社との間に取引関係はありません。

     監 査 役会

        監査役

     社外監査役

　　   経営監視

     　報

     　告

 　　　 （提言・運営）

経 営 企 画 部

　　　 経 営 倫 理 室

社内相談窓口

社外相談窓口

　　（統制  監視）

　　　 （統制  監視） 　　　　　（情報の共有化）

管理本部（人事部／経理部／総務部／法務部等）

　　　 （統制  監視）

株主総会

取締役

社外取締役

関係会社

取締役会
各種委員会等

 コンプライアンス委員会

社
 
外
 
弁
 
護
 
士

監
査
法
人

 危機管理委員会

 報酬制度検討委員会

 海外戦略協議会

会
 
計
 
監
 
査
 
人

（
監
査
法
人

）

企業倫理委員会

監
査

品 質 保 証 部

経営戦略会議

執行役員会議

監 査 部

関　係　会　社

'

投融資会議

事業部

監査

コンプライアンス推進本部

（内部  監査）
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③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組の最近 1 年間における実施状況

ａ．企業倫理委員会の設置

　　社外の有識者の方々に参画いただき、平成 14 年 9 月 10 日「日本ハムグループ企業倫理委員会」

　を発足致しました。第一回会合以降、月一回以上開催して、これまで計八回の会合を重ねておりま

　す。当委員会には、再発防止策の進捗状況のチェック及び総合的な経営改革のためのご提言をいた

　だいております。

　　また、平成 14 年 11 月には、構造問題を調査し、改革に向けて必要な取組のあり方を検討する目

　的から同委員会の下に小委員会として「改革調査委員会」が設置されました。同小委員会の調査活

　動は平成14 年 12 月までに終了し、その調査結果を受けて平成 15 年 2 月 28 日に開催された第七回

　企業倫理委員会で議論され、その内容をまとめて、ご提言いただいております。

ｂ．社外取締役候補の選任

　　平成 15 年 3 月 10 日の当社取締役会において、消費者の視点を持った女性社外取締役候補として、

　早川祥子氏を当社顧問として招聘致しました。

ｃ．お客様視点に立った開かれた食品づくりを目指す取締役候補の選任

　　「ＯＰＥＮ品質」の取組を推進し、グループ全体の品質保証体制を強化する目的から、今回、現

　品質保証部長を取締役候補として指名致しました。

ｄ．執行役員制度の導入

　　平成 15 年 4 月 1 日付にて、「企業風土の刷新と風通しのよいグループ経営体制の構築」を目指し

　て、経営体制を「経営監視機能」と「業務執行機能」に区分し、「執行役員制度」を導入しました。

　全社的な経営課題に取組む「取締役」と事業・業務の執行責任を担う「執行役員」の権限と責任を

　明確に致しました。

　　「執行役員制度」の導入に伴い取締役の員数を削減し、２１名から今期株主総会終了後は１１名

　とする予定です。経営方針を実現するための新体制として取締役の役割を明確にし、できるだけ少

　人数にして活発な議論が行える体制としました。

ｅ．経営の意思決定機関の改革

　　グループ全体の戦略策定やトップマネージメントの戦略構築機能を強化するために、平成 15 年 4

　月 1 日より「常務会」を廃止し、「経営戦略会議」「投融資会議」「執行役員会議」を設置致しました。

　　これに伴い権限範囲を見直して「取締役会」の機能を強化しました。

ｆ．組織改編等

　　連結経営の徹底を図るため、新たに関連企業本部、管理本部、コンプライアンス推進本部を設立

　するなど本部の整理統合を行いました。

　　事業部門については、事業構造に応じた形で再編成し、グループ会社の管轄範囲も見直しました。

　平成 15 年 1 月、営業本部、ハム・ソーセージ、加工食品及び惣菜事業を新設した「加工事業本部」

　に一本化致しております。これは、情報と人事の交流を活性化し、かつ各事業間でのチェック機能

　の強化を目指したものです。また、グループ全体の発展や企業価値の向上を目指すため、水産事業・

　乳酸菌飲料事業・スポーツ関連事業等を食肉及び食肉加工品の生産・販売事業に次ぐ新たな事業領

　域と位置付け、これらの事業を管轄する「関連企業本部」を設立致しました。

　　本体の管理部門については、従来全ての部・室が社長直轄であったことを改め、「経営企画部」「

　管理本部」「コンプライアンス推進本部」の大きく 3 つの組織で括り、それぞれ執行役員を配置して

　役割と責任の明確化を図っております。
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　※管理部門各組織の役割

　・「経営企画部」は社長直轄とし、経営改革とともにコーポレートガバナンスの浸透と強化、ブ

　　ランドマネジメントの推進、グループ全体の戦略策定などの「戦略構築機能」を担います。

　・「管理本部」は人事、総務、法務、広報、経理、情報企画などを管轄し、グループ全体の管理

　　システムの再構築と標準化を行うとともに、リスクマネージメント体制の構築やグループ経

　　営の強化を行い、管理レベルの向上を図ります。

　・新設する「コンプライアンス推進本部」は、監査、品質保証、倫理、環境面の事業部横断的

　　な活動を推進し、コンプライアンス経営をより強固なものにしてまいります。

　　さらに経営上の重要課題を検討する社長直轄の委員会および協議会として「コンプライアンス委

　員会」「危機管理委員会」「報酬制度検討委員会」「海外戦略協議会」を新たに設置致しました。

　※各種委員会の設置目的（委員会等設置会社ではないため、法律に基づかない委員会であります。）

　・コンプライアンス委員会

　　　日本ハムグル－プのコンプライアンスについて総合的に検討し、取締役会または経営戦略会議

　　等に対して提言を行なう。

　・危機管理委員会

　　　通常時のリスク分析や潜在リスクの除去の進捗管理、マニュアル作成や周知徹底を行い、必要

　　に応じて、取締役会または経営戦略会議に報告する。

　・報酬制度検討委員会

　　　コ－ポレ－ト・ガバナンスの強化と透明性を高める経営の一環として、役員の業績を公正に評

　　価できる制度を早急に構築する。
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 経営成績及び財政状態
１．経営成績

（１）当　　期

業績全般の概況

　わが国の経済は依然停滞し、デフレ・スパイラルと言われる状況を抜け出せませんでした。特に雇用・

所得を取り巻く環境は厳しく、個人消費は冷え込みました。株価も低迷し、企業業績に悪影響をおよぼ

しました。

　食品・食肉業界についても消費者の「安全・安心」を求める声の強まりや、グローバル化が進展する

中での安価な輸入品との国際競争の激化など厳しい状況が続きました。

　このような厳しい環境の中、当社は新しいカテゴリ－を創造する新商品の開発とキメ細かい販路・経

路別の提案営業を推進し、ハム・ソーセ―ジ、加工食品とも順調に推移していました。また食肉もＢＳ

Ｅ（牛海綿状脳症）による牛肉の売上げ不振を総合力と川上（国内外の農場）から川下（販売）までの

インテグレ－ションの強みで補い、堅調な状況でしたが、８月の不祥事により、消費者をはじめ関係各

位から社会的責任を厳しく問われ、商品撤去、取引の一時停止及び販売自粛により売上げは大きく落ち

込みました。そして過去から培った信頼・信用も一瞬にして失いました。

　その結果、株主・投資家の皆様には、多大なご迷惑をかけましたことを心よりお詫び申し上げます。

　この経験から、二度と信頼を損なわないことが経営の最重点課題であると位置付け、グループをあげ

て企業風土の刷新と経営改革に全力で取り組んで参りました。

　まず、改革推進本部を新設し、企業風土の刷新に向けて、グループ全事業部門を横断的に監査・監督

するチェック体制及び品質保証体制の確立に取り組みました。そして社外有識者の意見を積極的に取り

入れ、経営改革を実現するため「企業倫理委員会」を設置するとともに従業員の代表自らも「行動規範」

を策定し、再発防止に取り組みました。また、お客様視点の売り場・販促提案など地道な営業努力やお

得意様やお取引先様のご支援、ご厚情により、徐々に売上げも回復して参りました。

　このような企業活動の結果、当期の売上高は、前期比３.７％減の９０９,９９９百万円となりました。

利益につきましては、売上高の落ち込みによる影響と商品等廃棄損、投資有価証券評価損等により、テ

レビＣＭ等の自粛による広告宣伝費等の減少もありましたが、税引前利益は前期比５６.８％減の１３ ,

３０１百万円、当期純利益は前期比７５.１％減の４,４０９百万円となりました。

   

次に部門別の概況を申し上げます。

ハム・ソーセージ

　７月までは新商品を中心に順調に推移しましたが、８月以降は売上げが落ち込みました。特に年末ギ

フト商戦では大きな影響がありました。その中にあってシャウエッセンをはじめとしたブランド力の強

い商品を中心に売上げ回復に取り組みました。この結果、売上高は前期比５.０％減の１３６,６３８百

万円となりました。

加工食品

  ７月までは順調な売れ行きでしたが、８月以降商品の店頭からの撤去等により大きく落ち込みました。

その後、主力商品に絞り込んでの販売促進や業務用商品の開発に注力し、売上げの回復に努めました。

　この結果、売上高は前期比１２.０％減の１７４,１７８百万円となりました。
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食肉ほか

  全般的に８月以降売上げが減少しました。特に販売自粛のあった牛肉の落ち込みが大きく、ＢＳＥの

影響で大きく減少した一昨年より厳しい状況となりました。この中で国産豚肉や国産鶏肉の販売強化に

取り組みました。その結果、売上高は前期比０.７％減の５９９,１８３百万円となりました。

連結売上高内訳

１５年３月期 １４年３月期 対前期
区    分 （14.4.1～15.3.31） （13.4.1～14.3.31） 増減率

金   額    構 成 比    金   額    構 成 比    
百万円           ％ 百万円           ％          ％

ハム・ソーセージ 136,638 15.0    143,881      15.2 △ 5.0
加 工 食 品        174,178 19.1    197,955      20.9 △12.0
食 肉 ほ か        599,183 65.9    603,263      63.9 △ 0.7

計 909,999 100.0    945,099     100.0 △ 3.7

事業の種類別セグメントの概況

当社グループの事業は、主として食肉関連のハム・ソーセージ、加工食品及び食肉の生産販売を行っ

ており、その他に区分される事業に重要性がないため事業の種類別セグメント情報は作成しておりませ

ん。

所在地別セグメントの概況

① 日    本

日本では、不祥事による商品撤去や取引一時停止、牛肉の販売自粛などに加えて、昨年発生したＢＳ

Ｅの影響もあり、売上高は前期比３.６％減の８２５,５２３百万円となりました。また、営業利益は、

経費の削減に努めましたが、売上高の落込みをカバーできず、前期比３８.５％減の２１,１３３百万円

となりました。

② その他の地域

海外では、米国内の豚肉相場の下落による売上げの減少と、豪州における牛肉事業が、干ばつの影響

によるコスト増及び日本国内でのＢＳＥや販売自粛の影響で日本向けの売上げが減少したことにより、

売上高は前期比８.８％減の１３９,００５百万円、営業利益は前期比５０.２％減の１,９７９百万円と

なりました。
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（２）次期の見通し

次期におきましは、売上げは回復基調にありますが依然厳しい状況が続くことが予測されます。社会・

消費者の皆様の「信頼回復」なくして「業績回復」はないという基本姿勢のもと、企業倫理を確立し、

遵法経営の浸透に努めてまいります。また、品質の向上と安全・安心の追求を徹底的に推進してまいり

ます。あわせて消費者視点・顧客満足を基本とした商品開発、新チャネル開発に努めて業績の回復を図

ってまいります。また、商品の統廃合、物流や生産設備の効率化を図るなどコスト競争力向上につとめ

るとともに、財務体質の強化を図るため、投資の効率性を高め、有利子負債を削減し、キャッシュ・フ

ロ－の向上に努めます。

　次期の業績は、売上高は９,８００億円（前期比７.７％増）を見込んでおります。

 　　　製品区分別売上げ見込

区    分
１６年３月期

（15.4.1～16.3.31）

対前期

増減率

億円          ％

ハム・ソーセージ １,４６０ ６.９

加 工 食 品        １,８００ ３.３

食 肉 ほ か        ６,５４０ ９.１

計 ９,８００ ７.７

利益につきましては、税引前利益は２００億円（前期比５０.４％増）、当期純利益は１２０億円（前

期比１７２.２％増）を見込んでおります。

（３）利益配分に関する見通し

当期の配当金につきましては、安定配当を実施するという基本方針に基づき、１株につき普通配当

１６円を予定しております。

２．財政状態

総資産は、前期末に比べ１９億円減少して６,２１６億円となりました。売上債権及び棚卸資産が減

少し、一方で現預金が増加したことが主な要因です。

　株主資本は、当期純利益の大幅な減少及び年金債務調整勘定の増加により、前期末に比べ１０８億円

減少して２,４７０億円となりました。また、株主資本比率も４１.３％から３９.７％に低下しました。

　各キャッシュ・フローの状況は、次の通りです。

　　（単位：億円）
区        分 １５年３月期 １４年３月期 増減

営業活動からのキャッシュ・フロー ３９６ ３９６ △　　０

投資活動からのキャッシュ・フロー △　５１ △３４２ ２９１

財務活動からのキャッシュ・フロー △　　８ △１９２ １８４

純キャッシュ増（△減） ３３７ △１３８ ４７５

期 末 現 金 及 び 預 金 残 高 ８６７ ５３０ ３３７
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営業活動からのキャッシュ・フローは、売上債権や棚卸資産の減少によるキャッシュ増はありました

が、仕入債務、当期純利益及び未払法人税等の減少などにより、前期とほぼ同額となりました。その結

果、３９６億円の純キャッシュ増となりました。

投資活動からのキャッシュ・フローは、設備投資の抑制により有形固定資産の取得が２５３億円と前

期に比べ１３４億円減少し、また、定期預金１６７億円を手元資金に組み入れたこともあり、前期に比

べ２９１億円増加しました。その結果、５１億円のキャッシュ減となりました。

財務活動からのキャッシュ・フローは、長期借入金の約定弁済１１５億円や支払配当金３７億円など

がありましたが、運転資金として金融機関より新規に１３５億円の短期借入金を実行したこともあり、

前期に比べ１８４億円増加しました。その結果、８億円のキャッシュ減となりました。

各キャッシュ・フローにより、当期の純キャッシュは、３３７億円増加（前期比４７５億円増加）し

ました。その結果、当期末の現金及び預金残高は８６７億円となりました。

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

（単位：％、年、倍）

１２年３月期 １３年３月期 １４年３月期 １５年３月期

株 主 資 本 比 率 ３８.４ ４０.９ ４１.３ ３９.７

時価ベースの株主資本比率 ４３.７ ５２.４ ４７.１ ４１.７

債 務 償 還 年 数 ５.４ ５.６ ５.０ ５.４

ｲ ﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ･ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ･ ﾚ ｼ ｵ ９.４ １０.１ １２.６ １１.９

※　株 主 資 本 比 率：株 主 資 本      ／総資産

　　時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産

　　債 務 償 還 年 数：有 利 子 負 債      ／営業キャッシュ・フロー

　　ｲ ﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ･ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ･ ﾚ ｼ ｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い

(注)1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　　2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

　　3.営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払

っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー

計算書の利息の支払額を使用しております。
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 連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

科        目
１５年３月期
(平成15年3月31日現在)

１４年３月期
(平成14年3月31日現在)

増     減

（ 資 産 の 部 ）            

流 動 資 産          

現 金 及 び 預 金               ８６,７４５ ５３,０５５ ３３,６９０

定 期 預 金               ６,２４３ ２３,２８０ △１７,０３７

有 価 証 券               １,５６４ ６,６１５ △ ５,０５１

受 取 手 形 及 び 売 掛 金               ９１,６６６ １０５,６８５ △１４,０１９

貸 倒 引 当 金               △ １,０７９ △ １,９７８ ８９９

棚 卸 資 産               ８０,７２８ ９３,４２９ △１２,７０１

繰 延 税 金               ５,１８４ ６,７５３ △ １,５６９

そ の 他 の 流 動 資 産               １１,７４９ １３,１９８ △ １,４４９

流 動 資 産 合 計            ２８２,８００ ３００,０３７ △１７,２３７

投 資 及 び 長 期 債 権          

関連会社に対する投資及び貸付金               １,２１０ ３,３９５ △ ２,１８５

そ の 他 の 投 資 有 価 証 券               １９,７７６ ２１,２５０ △ １,４７４

そ の 他 の 投 資               １６,２３４ １６,５４３ △ ３０９

投資及び長期債権合計            ３７,２２０ ４１,１８８ △ ３,９６８

有形固定資産（減価償却累計額控除後）              ２７３,９３５ ２６２,０１９ １１,９１６

長 期 繰 延 税 金              ２２,３４０ １４,１０４ ８,２３６

そ の 他 の 資 産              ５,２８４ ６,１６０ △ ８７６

資 産 合 計            ６２１,５７９ ６２３,５０８ △ １,９２９

（負債及び資本の部）            

 流 動 負 債          

短 期 借 入 金               １１１,３０７ ９９,１４６ １２,１６１

一年内に期限の到来する長期債務               ２５,６７６ １０,５７２ １５,１０４

支 払 手 形 及 び 買 掛 金               ７８,２０１ ９１,５６９ △１３,３６８

未 払 法 人 税 等               ５,２２４ １１,６０４ △ ６,３８０

繰 延 税 金               ２１２ ２１３ △ 　　１

未 払 費 用               １５,２１６ １３,４５７ １,７５９

そ の 他 の 流 動 負 債               ７,９４６ ９,０７３ △ １,１２７

流 動 負 債 合 計            ２４３,７８２ ２３５,６３４ ８,１４８

退 職 金 及 び 年 金 債 務              ５１,６５２ ３５,９２１ １５,７３１

長期債務（一年内に期限到来分を除く） ７５,６６６ ９０,４５５ △１４,７８９

長 期 繰 延 税 金              ８２９ １,１４２ △ ３１３

少 数 株 主 持 分              ２,６６９ ２,５８０ ８９

資 本          

資 本 金               ２４,１６６ ２４,１６６ －

資 本 剰 余 金               ５０,４３８ ５０,４３８ －

利 益 剰 余 金               

    利 益 準 備 金              ６,５６２ ６,５２２ ４０

    そ の 他 の 利 益 剰 余 金              １９１,２４８ １９０,５３４ ７１４

その他の包括利益(△損失)累計額 △  ２５,３０６ △  １３,８７５ △１１,４３１

自 己 株 式               △  　　 １２７ △  　　 　　９ △ １１８

資 本 合 計            ２４６,９８１ ２５７,７７６ △１０,７９５

負 債 及 び 資 本 合 計            ６２１,５７９ ６２３,５０８ △ １,９２９
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 連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

科        目
１５年３月期
自 平成14年4月 1日

至 平成15年3月31日

１４年３月期
自 平成13年4月 1日

至 平成14年3月31日

増     減

 収 益        

売 上 高               ９０９,９９９ ９４５,０９９ △ ３５,１００

そ の 他               １,７６４ ３,６６９ △ 　１,９０５

　　 収 益 合 計             ９１１,７６３ ９４８,７６８ △ ３７,００５

 原 価 及 び 費 用        

売 上 原 価              ７２１,５４５ ７３８,３４０ △ １６,７９５

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              １６５,３３３ １６８,３８５ △ ３,０５２

支 払 利 息              ３,３３１ ３,１１０ ２２１

そ の 他              ８,２５３ ８,１４７ １０６

　　 原 価 及 び 費 用 合 計             ８９８,４６２ ９１７,９８２ △ １９,５２０

 法人税等及び持分法による

            投資損益前当期利益
１３,３０１ ３０,７８６ △ １７,４８５

 法 人 税 等        

当 期 税 金              ８,９３９ １６,８９２ △ ７,９５３

繰 延 税 金              △ 　４２ △ ４,１４３ ４,１０１

法 人 税 等 合 計             ８,８９７ １２,７４９ △ ３,８５２

 持分法による投資損益前当期利益                ４,４０４ １８,０３７ △ １３,６３３

 持分法による投資損益(法人税等控除後) ５ △ ３０４ ３０９

当 期 純 利 益              ４,４０９ １７,７３３ △ １３,３２４
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 連 結 資 本 勘 定 増 減 表
（単位：百万円）

科        目
１５年３月期
自 平成14年4月 1日

至 平成15年3月31日

１４年３月期
自 平成13年4月 1日

至 平成14年3月31日

増     減

 資 本 金            

期 首 残 高             ２４,１６６ ２４,１６６ －

期 末 残 高             ２４,１６６ ２４,１６６ －

 資 本 剰 余 金            

期 首 残 高             ５０,４３８ ５０,４３８ －

期 末 残 高             ５０,４３８ ５０,４３８ －

 利 益 準 備 金            
期 首 残 高             ６,５２２ ６,４７６ ４６
その他の利益剰余金からの振替額             ４０ ４６ △　　　　　６

期 末 残 高             ６,５６２ ６,５２２ ４０

 そ の 他 の 利 益 剰 余 金            
期 首 残 高             １９０,５３４ １７６,５０３ １４,０３１

当 期 純 利 益             ４,４０９ １７,７３３ △ １３,３２４

現 金 配 当 支 払 額             △     ３,６５５ △     ３,６５５ －

利 益 準 備 金 へ の 振 替 額             △          ４０ △          ４７ ７

期 末 残 高             １９１,２４８ １９０,５３４ ７１４

 その他の包括利益（△損失）累計額
売却可能有価証券未実現評価損益

期 首 残 高             ２０４ △     １,４５１ １,６５５

当 期 変 動 額             △          ２７ １,６５５ △ 　１,６８２

期 末 残 高             １７７ ２０４ △　　　　２７

デリバティブ未実現評価損益               

期 首 残 高             ２４ － ２４

当 期 変 動 額             △          ２５ ２４ △　　　　４９

期 末 残 高             △          　１ ２４ △　　　　２５

年 金 債 務 調 整 勘 定               

期 首 残 高             △   １５,４６０ △     ８,７９３ △   ６,６６７

当 期 変 動 額             △     ９,２２３ △     ６,６６７ △   ２,５５６

期 末 残 高             △   ２４,６８３ △   １５,４６０ △   ９,２２３

  外 貨 換 算 調 整 勘 定               

期 首 残 高             １,３５７ △     １,３７４ ２,７３１

当 期 変 動 額             △     ２,１５６ ２,７３１ △ 　４,８８７

期 末 残 高             △        ７９９ １,３５７ △   ２,１５６

その他の包括利益(△損失)累計額期末残高 △   ２５,３０６ △   １３,８７５ △ １１,４３１

  自 己 株 式              

期 首 残 高             △          　９ － △　　　　　９

当 期 変 動 額             △        １１８ △          　９ △　　　１０９

期 末 残 高             △        １２７ △          　９ △　　　１１８

資    本   合    計 ２４６,９８１ ２５７,７７６ △ １０,７９５
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 連 結 キャッシュ・フロー 計 算 書
（単位：百万円）

項        目
１５年３月期
自 平成14年4月 1日

至 平成15年3月31日

１４年３月期
自 平成13年4月 1日

至 平成14年3月31日

 営業活動からのキャッシュ・フロー：                 

   当 期 純 利 益            ４,４０９ １７,７３３

   調 整 項 目            ：

     減 価 償 却 費              ２５,０３２ ２４,３４７

     繰 延 税 金              △ 　　  ４２ △  ４,１４３

     受 取 手 形 及 び 売 掛 金 の 減              １６,０５２ ３,２５７

     棚 卸 資 産 の           (△増)減 １３,９２８ △  ７,５０３

     支払手形及び買掛金の増            (△減) △１５,２７１ １,７７７

     未 払 法 人 税 等 の 増            (△減) △  ６,３７８ ４,３１４

     そ の 他 ― 純 額              １,８５２ △  　 １４９

営業活動からの純キャッシュ増 ３９,５８２ ３９,６３３

 投資活動からのキャッシュ・フロー：

   有 形 固 定 資 産 の 取 得               △２５,２５１ △３８,６３２

   有 形 固 定 資 産 の 売 却               １,３８７ ８,５４４

   定 期 預 金 の            (△増)減 １６,７１２ △  ３,３６２

   有価証券及びその他の投資有価証券の取得                     △  １,３２３ △  ６,４４７

   有価証券及びその他の投資有価証券の売却                     ６,７０５ ７,２１２
   関 連 会 社 株 式 の 取 得               
　　(取得資産に含まれる現金及び預金控除後)

△  ２,１４０ －

   そ の 他 の 投 資 の            (△増)減 ４８８ △  　 ３１３

   そ の 他 ― 純 額               △  １,７１７ △  １,１６３

投資活動からの純キャッシュ減 △  ５,１３９ △３４,１６１

 財務活動からのキャッシュ・フロー：                 

   現 金 配 当               △  ３,６６０ △  ３,６５５

   短 期 借 入 金 の 増             (△減) １３,５２９ △１０,５７１

   長 期 債 務 の 借 入               ８６７ ６,８３４

   長 期 債 務 の 返 済               △１１,５０９ △１１,８５２

   そ の 他 ― 純 額               ２０ △  　　 　９

財務活動からの純キャッシュ減 △　　 ７５３ △１９,２５３

　　　　純 キ ャ ッ シ ュ 増             (△減) ３３,６９０ △１３,７８１

期 首 現 金 及 び 預 金 残 高               ５３,０５５ ６６,８３６

期 末 現 金 及 び 預 金 残 高               ８６,７４５ ５３,０５５

 補足情報：

   関連会社株式の取得

      取 得 資 産               １１,５０９ －

      承 継 負 債               △  ６,０５５ －

      取 得 純 資 産               ５,４５４ －

      取得資産に含まれる現金及び預金 △　　 ６５７ －

      平成14 年 3 月 31 日現在の関連会社に対する投資 △  ２,６５７ －

      現 金 及 び 預 金 支 出 額               ２,１４０ －

   キャピタル・リース債務発生額 １０,９６０ ４,２９６

   年間キャッシュ支払額

      支 払 利 息            ３,３２７ ３,１４９

      法 人 税 等            １５,３１９ １２,５７６
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 連結財務諸表作成の基本となる事項

１. 連 結 範 囲

（１）連結子会社数 １１７社

（２）非連結子会社   無

（３）主要会社名

Texas Farm, Inc.、Nippon Meat Packers Australia Pty. Ltd.、

日本ホワイトファーム㈱、日本スワイン農場㈱、マリンフーズ㈱

　　　日本ハム食品㈱、静岡日本ハム㈱、関東日本フード㈱

（４）異動状況

（新規）  １０社 南日本ハム㈱ほか９社（持分法会社より５社、設立１社、分割４社）

（除外）  　８社 北日本ハム㈱ほか７社（合併による消滅）

２. 連結子会社の事業年度などに関する事項

連結子会社のうち、４社の決算日は１２月３１日です。連結財務諸表の作成にあたっては当該各社

の事業年度に係る財務諸表を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については

連結上必要な調整を行っております。

３. 持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用会社数  ９社

（２）主要会社名

大阪サッカ－クラブ㈱

（３）異動状況

　（新規）　　１社　河南万東牧業有限公司

　　　（除外）　　５社　南日本ハム㈱ほか４社（連結子会社へ）

（４）事業年度

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しております。

４. 主要な会計方針の要約

（１）有価証券

　米国財務会計基準書第１１５号を適用しており、売却可能有価証券は公正価値で評価すると

ともに未実現保有損益は税効果控除後の金額を資本の内訳項目として独立掲記し、満期保有目

的有価証券は償却原価で評価しております。また、その他の有価証券は、取得原価又は評価減

後の価額で表示しております。

（２）棚卸資産

　棚卸資産は、平均法による原価又は時価のいずれか低い価額で表示しております。時価は正

味実現可能価額によっております。

（３）減価償却

　有形固定資産は取得原価で計上しており、減価償却は主として定率法によっております。
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（４）退職金及び年金債務

　退職金及び年金制度に対して、米国財務会計基準書第８７号「雇用主の年金会計」を適用し

ております。

（５）法人税等

　米国財務会計基準書第１０９号を適用しており、繰延税金資産及び負債は、期末日現在の実

効税率を使用して、会計上と税務上との間の資産及び負債の一時的差異をもとに計算しており

ます。なお、法人事業税に外形標準課税を導入する改正地方税法の公布に伴う税率変更により、

当期の法人税等（繰延税金）が５３３百万円増加しております。

（６）金融派生商品

　米国財務会計基準書第１３３号及び第１３８号「金融派生商品とヘッジ活動の会計処理」を

適用しており、すべての金融派生商品は公正価値で資産または負債として貸借対照表に計上し

ております。

（７）販売促進費

　米国緊急問題専門委員会（ＥＩＴＦ）基準書第０１－９号「販売者が商品の購入者（再販売

者を含む）に支払う対価に関する会計」を適用しており、特定の販売促進費及びリベ－トを売

上高から控除しております。

（８）新会計基準

　当期より米国財務会計基準書第１４２号「のれん及びその他の無形資産」及び同１４４号「長

期性資産の減損または処分の会計処理」を適用しております。

　これらの基準書を適用することによる連結財務諸表に与える重大な影響はありません。

５. １株当たり当期純利益の計算内容

項             目
１５年３月期
自 平成 14 年 4 月 1 日

至 平成 15 年 3 月 31 日

１４年３月期
自 平成 13 年 4 月 1 日

至 平成 14 年 3 月 31 日

百万円 百万円

純 利 益（分子）：

　当 期 純 利 益            ４,４０９ １７,７３３

　転 換 社 債 の 影 響            － ９９

　転換を加味した当期純利益 － １７,８３２

千株 千株

株 式 数（分母）

　基本的1株当たり純利益算定              

　の た め の 加 重 平 均 株 式 数              
２２８,３８５ ２２８,４４２

　転 換 社 債 の 希 薄 化 の 影 響              － ４,９９２

　希薄化の１株当たり純利益算定

　の た め の 平 均 株 式 数              
－ ２３３,４３４

（注）当期における転換社債の希薄化の影響は逆希薄化となります。
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 セ グ メ ン ト 情 報

１. 事業の種類別セグメント情報

当社グループの事業は、主として食肉関連のハム・ソーセージ、加工食品及び食肉の生産販

売を行っており、当該事業の全セグメントに占める売上高の合計及び営業利益の合計額に占め

る割合が９０％を超えているため、１４年３月期及び１５年３月期とも事業の種類別セグメン

ト情報は作成しておりません。

２. 所在地別セグメント情報

１５年３月期（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 　　　（単位：百万円）

科           目 日 本    
その他の

地 域    
計

消 去    

又は全社
連 結    

     売 上 高       

   (1) 外部顧客に対する売上高            825,029 84,970 909,999      - 909,999
   (2) セグメント間の内部売上高            494 54,035 54,529  (54,529)      -
               計 825,523 139,005 964,528  (54,529) 909,999
     営 業 費 用       804,390 137,026 941,416  (54,538) 886,878
     営 業 利 益       21,133 1,979 23,112 9 23,121

     資 産       540,793 60,002 600,795 20,874 621,579
（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高及び資産の金額とも全セグメントの売上高及び資産の金額の合計額の１０％未満である
ため、その他の地域に一括して表示しております。
２.その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。
３.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 24,520 百万円であり、その主な
ものは親会社の定期預金、有価証券及び投資有価証券等であります。

１４年３月期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） （単位：百万円）

科           目 日 本    
その他の

地 域    
計

消 去    

又は全社
連 結    

     売 上 高       

   (1) 外部顧客に対する売上高            856,089 89,010 945,099      - 945,099
   (2) セグメント間の内部売上高            504 63,366 63,870  (63,870)      -
               計 856,593 152,376 1,008,969  (63,870) 945,099
     営 業 費 用       822,215 148,399 970,614  (63,889) 906,725
     営 業 利 益       34,378 3,977 38,355 19 38,374

     資 産       518,321 60,570 578,891 44,617 623,508
（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高及び資産の金額とも全セグメントの売上高及び資産の金額の合計額の１０％未満である
ため、その他の地域に一括して表示しております。
２.その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。
３.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 48,068 百万円であり、その主な
ものは親会社の定期預金、有価証券及び投資有価証券等であります。

３. 海 外 売 上 高

　海外売上高は１４年３月期及び１５年３月期とも連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略

しております。
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 有 価 証 券 の 時 価 等

売却可能有価証券については、米国会計基準に基づき、公正価値をもって貸借対照表に計上して

おります。

平成１５年３月期（平成１５年３月３１日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           

   持 分 証 券       

   負 債 証 券       

満期保有目的有価証券           

１２,３７０

２,５６５

３,０６４

１,８９４

１９

０

△１,１５５

△ 　４４９

△ 　　　５

１３,１０９

２,１３５

３,０５９

合      計 １７,９９９ １,９１３ △１,６０９ １８,３０３

平成１４年３月期（平成１４年３月３１日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           

   持 分 証 券       

   負 債 証 券       

満期保有目的有価証券           

１３,１９７

８,０９８

３,７５３

２,３７８

５８

０

△１,３５２

△ 　７３３

△ 　　　２

１４,２２３

７,４２３

３,７５１

合      計 ２５,０４８ ２,４３６ △２,０８７ ２５,３９７

 重 要 な 後 発 事 象          

　平成 15 年 5 月 10 日開催の取締役会において、更生会社宝幸水産株式会社の更生計画案が認可されるこ

とを条件として、30 億円の出資額を引き受けることを決議致しました。


